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一
般
会
計 

　
平
成
15
年
度
上
半
期
の
一
般
会
計
は
、

４
月
の
第
１
号
か
ら
９
月
の
第
３
号
ま

で
３
回
の
補
正
が
行
わ
れ
、
補
正
額
は

２
億
４
９
７
８
万
８
千
円
と
な
り
ま
し

た
。 

　
そ
の
内
容
を
み
ま
す
と
、
岡
谷
太
鼓

道
場
整
備
に
要
す
る
経
費
１
億
３
３
６

０
万
円
、
お
か
や
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー

管
理
に
要
す
る
経
費
７
９
５
２
万
円
、

環
境
保
全
推
進
に
要
す
る
経
費
９
９
０

万
円
等
が
主
な
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
こ
の
結
果
、
今
期
末
予
算
額
は
２
３

２
億
５
４
７
８
万
８
千
円
と
な
り
、
前

年
同
期
の
２
３
８
億
９
９
４
５
万
３
千

円
と
比
較
し
て
６
億
４
４
６
６
万
５
千

円
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
５
年

前
の
平
成
10
年
度
と
比
較
す
る
と
4.0
％

の
増
に
な
り
ま
す
。 

 

◆
歳
入 

　
予
算
額
に
対
す
る
収
入
割
合
は
38
・

６
％
で
、
前
年
度
同
期
の
41
・
３
％
と

比
較
し
て
2.7
ポ
イ
ン
ト
の
減
、
収
入
済

額
は
８
億
８
８
６
１
万
７
５
６
８
円
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
予
算
額
の
款
別
構
成
比
率
は
、
市
税

が
最
も
大
き
く
30
・
６
％
を
占
め
、
諸

収
入
14
・
６
％
、
地
方
交
付
税
14
・
２

％
が
こ
れ
に
続
い
て
大
き
な
割
合
を
占

め
て
い
ま
す
。 

　市では、年2回財政状況を公表しています。 

　市民税などの市税、国から交付される地方交付税などを

もとに予算をたて、よりよい市民生活を目指してさまざま

な事業を行っています。みなさんの税金がどのように使わ

れているかご覧ください。 

　なお、今回は平成15年4月1日から9月30日までの状

況および平成14年度分の財務諸表として普通会計のバラ

ンスシートおよび行政コスト計算書を掲載しました。 

◆ご不明な点は… 
　財政課　123－4811 
　　　　　（内線1531） 

一般会計 予算額　２３２億５,４７９万円 
収入済額　８９億７,７１９万円　　　収入率　３８.６%市　税 

 支出済額　１０５億５,６１７万円　　　執行率　４５.４%

地方交付税 諸収入 市　債 

国庫支出金 
繰入金 

その他 

予 算 額 

収入済額 

収 入 率 

７１億３,２００万円 

３８億９,６９７万円 

５４.６%

３３億円 

２４億３,６７１万円 

７３.８%

３３億８,４７５万円 

３億５,１４４万円 

１０.４%

３０億９,６６０万円 

０ 円 

０.０%

１０億９,９４９万円 

３億１,６４２万円 

２８.８%

１６億６,５３０万円 

０ 円 

０.０%

３５億７,６６５万円 

１９億７,５６５万円 

５５.２%

予 算 額 

支出済額 

執 行 率 

３８億７,０２９万円 

１４億２,３９９万円 

３６.８%

５０億１,７４９万円 

２０億 ６１３万円 

４０.０%

３４億５,５８３万円 

１３億６,７９０万円 

３９.６%

３２億９,５１２万円 

２２億５,５７０万円 

６８.５%

２４億７,８４５万円 

１１億８,５１０万円 

４７.８%

２０億８,６９５万円 

８億１,２８１万円 

３８.９%

３０億５,０６６万円 

１５億 ４５４万円 

４９.３%

土木費 
民生費 

総務費 商工費 
公債費 教育費 

その他 

歳入 

歳出 

らせします 
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◆
歳
出 

　
予
算
額
に
対
す
る
支
出
割
合
は
45
・

４
％
で
、
前
年
度
同
期
の
45
・
９
％
と

比
較
し
て
0.5
ポ
イ
ン
ト
の
減
、
支
出
済

額
は
４
億
１
３
０
６
万
９
２
０
４
円
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

　
予
算
額
の
款
別
構
成
比
率
は
、
民
生

費
が
21
・
６
％
を
占
め
、
以
下
土
木
費

16
・
６
％
、
総
務
費
14
・
９
％
、
商
工

費
14
・
２
％
と
続
い
て
い
ま
す
。 

   

特
別
会
計 

　
上
半
期
は
、
老
人
保
健
事
業
の
医
療

費
支
払
基
金
等
の
返
還
に
要
す
る
経
費

２
８
５
３
万
円
が
補
正
さ
れ
ま
し
た
。 

   

計
画
行
政
で 

　
健
全
な
財
政
運
営
を 

　
平
成
15
年
度
の
上
半
期
の
財
政
事
情

に
つ
い
て
は
、
税
収
入
に
与
え
る
経
済

の
悪
化
の
影
響
は
一
層
厳
し
さ
を
増
し
、

今
後
の
見
通
し
は
予
断
を
許
さ
な
い
状

況
に
あ
り
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
今
後

と
も
徹
底
し
た
経
費
の
節
減
と
効
率
的

な
行
政
運
営
の
も
と
に
健
全
財
政
の
堅

持
を
念
頭
に
し
つ
つ
、
一
層
多
様
化
す

る
市
民
要
望
の
実
現
と
福
祉
の
向
上
に

努
め
て
い
き
ま
す
。 

平成15年度 

　　上 半 期 
平成15年度 

　　上 半 期 
（平成15年9月30日現在） 

市の 財政状況 財政状況 財政状況 財政状況 をおし 
特別会計 

企業会計 財産と借入れ 

会　計　名 

国民健康保険事業 

地 域 開 発 事 業  

公団分収造林事業 

交通災害共済事業 

霊 園 事 業  

老 人 保 健 事 業  

温 泉 事 業  

訪 問 看 護 事 業  

合　　　　計 

予　算　額 

41億8,900万円 

20億7,790万円 

3,000万円 

4,940万円 

1,450万円 

54億9,153万円 

2,580万円 

4,250万円 

119億2,063万円 

収　入　済　額 

15億9,009万円 

11億2,857万円 

144万円 

4,548万円 

2,021万円 

22億9,883万円 

2,744万円 

5,043万円 

51億6,249万円 

収入率 

38.0% 

54.3% 

4.8% 

92.1% 

139.4% 

41.9% 

106.4% 

118.7% 

43.3%

15億5,910万円 

11億2,827万円 

60万円 

3,864万円 

510万円 

22億4,779万円 

2,254万円 

4,488万円 

50億4,692万円 

37.2% 

54.3% 

2.0% 

78.2% 

35.1% 

40.9% 

87.4% 

105.6% 

42.3%

支 出 済 額 執行率 

会　　計　　名 

岡谷病院事業 

塩嶺病院事業 

水 道 事 業  

下水道事業  

収益的収支 

資本的収支 

収益的収支 

資本的収支 

収益的収支 

資本的収支 

収益的収支 

資本的収支 

収　　入 

予 算 額 収入済額 予 算 額 支出済額 

支　　出 

42億7,800万円 

4億 402万円 

40億6,100万円 

1億7,505万円 

10億3,966万円 

3億6,302万円 

21億4,158万円 

10億 86万円 

21億8,708万円 

18万円 

18億8,365万円 

4,000万円 

5億2,575万円 

418万円 

9億1,767万円 

6,865万円 

42億7,800万円 

7億4,645万円 

40億6,100万円 

3億9,233万円 

10億1,648万円 

6億6,286万円 

20億4,003万円 

16億9,710万円 

20億2,057万円 

1億6,329万円 

18億 655万円 

2億5,921万円 

4億3,472万円 

8,332万円 

9億5,654万円 

4億4,209万円 

市
の
財
産 

市
の
借
金 

（企業会計・特別会計を除く） 

土 地  

建 物  

基 金  

有価証券 

市債（累計） 

一時借入 

84万7,253㎡ 

23万5,900㎡ 

78億4,158万円 

5億 560万円 

251億 743万円 

54億3,000万円 
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岡
谷
市
が
こ
れ
ま
で
に
整
備
し
た
公
共
施
設
や
、
基
金
な
ど
岡
谷
市
の
資
産
は
ど
の
く
ら
い
か
？ 

施
設
整
備
な
ど
の
た
め
使
わ
れ
た
税
や
こ
れ
か
ら
の
負
担
と
な
る
借
入
金
な
ど
の
債
務
は
ど
の
く
ら
い
か
？ 

こ
れ
ら
資
産
と
負
債
の
状
況
を
表
す
た
め
の
報
告
書
が
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
（
貸
借
対
照
表
）
で
す
。 

岡
谷
市

岡
谷
市
（
普
通
会
計
）

（
普
通
会
計
）
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト 
岡
谷
市
（
普
通
会
計
）
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
（
平
成
15
年
３
月
31
日
現
在
） 

（１）対照となる会計の範囲……①一般会計　②公団分収造林事業特別会計　③霊園事業特別会計 
　　　　　　　　　　　　　　　※以上３つの会計を普通会計といいます。 
（２）作成基準………総務省の作成基準に準拠し作成しています。 
（３）対象期間………平成14年度（平成14年４月１日から平成15年３月31日までの期間） 
　　　　　　　　　　※ただし出納整理期間中（平成15年５月31日まで）の現金の出入りを含みます。 
（４）資産の収集範囲…昭和44年度以降の決算統計により集計しています。 
（５）資産評価の方法…取得原価主義に基づき、昭和44年度以降の決算統計における普通建設事業費を取得価格と

し、行政分野ごと（庁舎、保育所、道路、学校等）の耐用年数により原価償却しています。 
土地については、原価償却せずに取得価格により評価しています。 

バランスシートの基本事項について 

「後世へ引き継ぐ市の社会資本」と「債務返済の財源」 「後世の負担となる市の債務」 

「国・県等による施設整備支援」と 
「これまでの一般財源の累計」 

資　産　の　部 14年度末 14年度末 13年度末 13年度末 増　減 増　減 負　債　の　部 

14年度末 13年度末 増　減 正味資産の部 

１．有 形 固 定 資 産 

（１）総 　 務 　 費 

（２）民 　 生 　 費 

（３）衛 　 生 　 費 

（４）労 　 働 　 費 

（５）農林水産業費 

（６）商 　 工 　 費 

（７）土 　 木 　 費 

（８）消 　 防 　 費 

（９）教 　 育 　 費 

（10）そ 　 の 　 他 

（ う ち 土 地 ）  

２．投　　資　　等 

（１）投資及び出資金 

（２）貸 　 付 　 金 

（３）基　　　　 金 

①特定目的基金 

②土地開発基金 

③定額運用基金 

（４）退職手当組合積立金 

３．流　動　資　産 

（１）現 金 ・ 預 金 

①財政調整基金 

②減　債　基　金 

③歳　計　現　金 

（２）未 　 収 　 金 

①地　　方　　税 

②そ　　の　　他 

資　産　合　計 

１．固　定　負　債 

（１）地 　 方 　 債 

（２）債務負担行為 

①物件の購入等 

②債務保証又は損失補償 

（３）退職給与引当金 

（４）そ 　 の 　 他 

２．流　動　負　債 

（１）翌年度償還予定額 

（２）翌年度繰上充用金 

負　債　合　計 

１．国 庫 支 出 金 

２．都道府県支出金 

３．一 般 財 源 等 

正味資産合計 

（単位：百万円） 

（注）マイナスについては、△表示しています。 

負債・正味資産合計 

76,175 

8,061 

2,970 

2,644 

175 

605 

1,908 

38,684 

521 

18,455 

2,152 

23,512 

6,473 

933 

0 

5,540 

4,670 

714 

156 

0 

3,476 

2,980 

1,164 

1,136 

680 

496 

440 

56 

86,124

74,333 

6,475 

2,962 

2,827 

184 

626 

1,544 

38,549 

540 

18,514 

2,112 

22,789 

6,980 

933 

0 

6,047 

5,188 

714 

145 

0 

3,600 

3,183 

1,118 

1,327 

738 

417 

369 

48 

84,913

1,842 

1,586 

8 

△ 183 

△ 9 

△ 21 

364 

135 

△ 19 

△ 59 

40 

723 

△ 507 

0 

0 

△ 507 

△ 518 

0 

11 

0 

△ 124 

△ 203 

46 

△ 191 

△ 58 

79 

71 

8 

1,211

24,616 

22,565 

0 

0 

0 

2,051 

0 

1,755 

1,755 

0 

26,371

24,769 

22,554 

0 

0 

0 

2,215 

0 

1,599 

1,599 

0 

26,368

△ 153 

11 

0 

0 

0 

△ 164 

0 

156 

156 

0 

3

8,425 

1,115 

50,213 

59,753

7,896 

1,167 

49,482 

58,545

529 

△ 52 

731 

1,208

86,124 84,913 1,211



�2004

2･15

◇
普
通
会
計
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト 

　
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
か
ら
は
、
市
が
こ
れ
ま
で
形
成

し
て
き
た
学
校
や
道
路
な
ど
の
資
産
の
状
況
と
、
資

産
の
整
備
に
必
要
と
な
っ
た
お
金
を
負
債
と
し
て
お

知
ら
せ
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

　
昨
年
と
の
比
較
で
は
、
資
産
総
額
で
12
億
１
千
万

円
1.4
％
の
増
と
な
る
861
億
２
４
０
０
万
円
と
な
り
ま

し
た
。
こ
れ
ら
に
は
、
昨
年
度
に
オ
ー
プ
ン
し
た
イ

ル
フ
プ
ラ
ザ
な
ど
の
資
産
が
新
た
に
含
ま
れ
て
い
ま

す
。
負
債
は
263
億
７
１
０
０
万
円
、
ま
た
、
企
業
な

ど
で
自
己
資
本
な
ど
と
言
わ
れ
る
正
味
資
産
で
は
前

年
よ
り
12
億
円
、
2.1
％
増
加
の
597
億
５
３
０
０
万
円

と
な
り
財
政
状
況
は
健
全
と
言
え
ま
す
。 

◇
行
政
コ
ス
ト
計
算
書 

　
市
民
の
み
な
さ
ん
へ
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
要
し
た

コ
ス
ト
は
、
平
成
14
年
度
の
１
年
間
で
、
総
額
160
億

９
４
０
０
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
「
移
転

支
出
的
な
コ
ス
ト
」
が
59
億
８
０
０
万
円
（
36･

７

％
）
で
一
番
多
く
、
次
い
で
「
物
に
か
か
る
コ
ス
ト
」

が
54
億
６
４
０
０
万
円
（
34
％
）、
人
に
か
か
る
コ

ス
ト
が
39
億
６
５
０
０
万
円
（
24･

６
％
）
と
な
り

ま
し
た
。 

　
市
民
１
人
当
た
り
で
は
、「
人
に
か
か
る
コ
ス
ト
」

で
７
万
１
千
円
、「
物
に
か
か
る
コ
ス
ト
」
で
９
万

８
千
円
、「
移
転
支
出
的
な
コ
ス
ト
」
で
10
万
６
千

円
、「
そ
の
他
の
コ
ス
ト
」
で
１
万
４
千
円
と
な
り
、

１
年
間
で
総
額
28
万
９
千
円
を
負
担
し
た
こ
と
に
な

り
ま
す
。 

　
ま
た
、
こ
れ
ら
行
政
コ
ス
ト
の
財
源
と
な
る
収
入

は
総
額
で
165
億
円
と
な
り
、
差
引
き
４
億
円
は
資
産

形
成
の
財
源
と
し
て
使
用
し
ま
し
た
。 

　
以
上
、
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
で
は
市
の
資
産
と
負
債

の
状
況
を
、
行
政
コ
ス
ト
で
は
１
年
間
の
行
政
活
動

の
結
果
を
項
目
別
に
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
。 

　
こ
れ
か
ら
も
、
み
な
さ
ん
の
ご
理
解
、
ご
協
力
に

よ
り
、
健
全
な
財
政
の
維
持
に
努
め
て
い
き
ま
す
。 

（１）対照となる会計の範囲……①一般会計　②公団分収造林事業特別会計 
　　　　③霊園事業特別会計　　※以上３つの会計を普通会計といいます。 
（２）作成基準……総務省の作成基準に準拠し作成しています。 
（３）対象期間……平成14年度（平成14年４月１日から平成15年３月31日までの期間） 
　　　　※ただし出納整理期間中（平成15年５月31日まで）の現金の出入りを含みます。 
（４）資産の把握方法…昭和44年度以降の決算統計、決算書等を用いて算出しています。 

行政コスト計算書の基本的事項について 

　
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
は
、
民
間
企
業
の
損
益
計
算
書
に
相
当
す
る
も
の
で
す
が
、
行
政
に
は
利
益
と
い
う
概
念
が
な
い

た
め
、
コ
ス
ト
（
費
用
）
と
収
入
と
の
関
係
を
あ
ら
わ
し
て
い
ま
す
。
資
産
の
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
、
い
わ
ゆ
る
ソ
フ

ト
事
業
と
い
わ
れ
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
、
ど
の
く
ら
い
の
お
金
を
必
要
と
し
た
の
か
を
知
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

　
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
は
、
市
の
職
員
に
要
す
る
人
件
費
や
、
建
物
な
ど
を
維
持
し
て
い
く
た
め
の
物
に
か
か
る
費
用

の
ほ
か
、
実
際
に
現
金
の
支
出
を
伴
わ
な
い
減
価
償
却
費
な
ど
も
含
ま
れ
ま
す
。 

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

行
政
コ
ス
ト
計
算
書 
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
（
平
成
14
年
度
） 

性　質　別 

◆行政コスト 

行政コストの性質別構成比率 
（コスト総額160億9,400万円） 

◆収入項目 

コ　ス　ト　の　内　容 市民１人当たり行政コスト 行政コスト総額 

職員の人件費、退職給与引当金の増加分 

物件費（賃金、消耗品費、光熱水費など） 
維持補修費、減価償却費 

扶助費（生活保護法、児童福祉法等に基づく 
もの）、負担金・補助金、繰出金など 

災害復旧費、公債費（地方債の利子）など 

人にかかるコスト 

物にかかるコスト 
 

移転支出的なコスト 
 

そ の 他 の コ ス ト  

合　　　計 

39億6,500万円 

54億6,400万円 
 

59億 800万円 
 

7億5,700万円 

160億9,400万円 

7万1,000円 

９万8,000円 
 

10万6,000円 
 

1万4,000円 

28万9,000円 

資産形成の財源として使用（収入－行政コスト） 4億 700万円 7,000円 

項　　　目 

差　引　額 

収　入　の　内　容 市民１人当たり収入額 収入総額 

分担金および負担金、使用料・手数料、財産収 
入、寄附金、繰入金、諸収入など 

国庫・県支出金（資産形成に資するものは除く） 

市税、地方譲与税、利子割交付金、地方消費税交付金、 
自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税など 

使用料・手数料等 
 

国 庫 ・ 県 支 出 金  

一 般 財 源  
 

合　　　計 

13億4,900万円 
 

11億4,800万円 

140億 400万円 
 

165億 100万円 

2万4,000円 
 

2万1,000円 

25万1,000円 
 

29万6,000円 

その他のコスト 
7億5,700万円（4.7％） 

人にかかるコスト 
39億6,500万円（24.6％） 
人にかかるコスト 
39億6,500万円（24.6％） 　移転支出的なコスト 

59億800万円（36.7％） 
　　物にかかるコスト 
54億6,400万円（34.0％） 


